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課    題 具体的取組 取組目標 ５年間の取組成果 主な実績 

ム化。 

・職員が自分の能力開発のために、自ら選ん

で受講できる仕組みづくりを行う。 

・各所属における実務研修も充実を図る。 

 

(3)研修効果の測定 

・効果的な研修実施のための、研修事業のＰ

ＤＣＡサイクルを確立する。 

・受講者の評価結果は講師にフィードバック

し、また公表する。 

・研修の効果を客観的に評価する仕組みを導

入する。 

度に見直すことができた。 ・18 年度：研修評価会議を設置し、研修

事業のＰＤＣＡサイクルを確立 

・19 年度：研修効果測定について、新た

な効果指標を作成 

 

②キャリア(職歴提示)開発と研修

との連動化 

(1)人材育成基本方針を策定するなど市政に

おける職員研修の位置づけを明確化する。 

 

(2)各職位に求められる能力・職員像を示すこ

とで、職員のキャリア開発の中で求められ

る能力を明らかにしたうえで、キャリア開

発に対応した研修制度を構築する。 

 

(3)キャリア開発との連動を図ることで、研修

制度と人事制度（人事評価・人事異動）と

の連携をすすめ、総合的な人材育成を実施

するとともに、人材の有効活用を図る。 

 

(4)研修をキャリア開発・人事制度に連動させ

ることで、能力アップの動機付けを行い、

職員の意欲を高める。 

 「人材育成基本方針」を策定し、研修

制度と人事制度を連動させたうえでキ

ャリア形成を意識した人材育成を進め

ることができた。 

 また、職員研修所から職員人材開発セ

ンターへ組織改編し総合的な人材育成

を実施、職員や職場の実践力を引き出す

ための各種事業を実施できた。 

・「人材育成基本方針」の策定（19年 1月） 

・希望選択制研修を拡充した。（18年度～） 

・キャリア相談窓口の設置、キャリアデザ

イン研修の实施、管理監督者に対する新

任課長研修・キャリアアドバイザー研修

（19年度～） 

・キャリアデザイン研修を技能職員へ拡充

（20年度～） 

・職場での实践を支援するために「OJTマ

ニュアル」を作成し活用（20年度～） 

・自己啓発支援策の拡充（大学通信講座の

拡充）（20年度～） 

Ⅳ 政策形成過程の高度化 

 

１ 予算編成過程 

 

①予算編成過程の公開等 
(1)予算編成過程の透明性確保のため新たに、

各局ごとの予算案調整、市長助役説明、市

長査定の際に予算資料の開示を行う 

 

(2)公表資料の充実を図る 

 予算編成過程の公開等を順次実施し、

行政としての説明責任を果たすことが

できるようになった。 

・第 1 次財源配分案(17 年 9 月)、予算編

成通知(17 年 9 月)、第 2 次財源配分案

（17 年 11 月）、市長ヒアリング資料の

公表 

(18 年 1月) (18年度予算編成で实施) 

・18 年度予算編成での試行实施を本格实
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施、各局の予算編成過程（市長ヒアリン

グ資料）の公開（18年 12月） 

（19年度予算編成で实施） 

・各局の予算編成過程（市長ヒアリング資

料）の公表（20年 1月）、正副議長・運

営理事並びに各会派への提供資料の公

開（20年 1月）（20年度予算編成から实

施） 

・重点予算枠について、17 年度成果を公

表 

・予算編成方針と合わせて、重点予算の内

容や額の設定を公表（18年 9月） 

・当初予算プレス資料と合わせて、「重点

的に取組む主な施策」を公表（20 年 2

月） 

 

２ 審議会や第三

者委員会のあ

り方の見直し 

 

①審議会や第三者委員会のあり方

の見直しと情報公開 

(1)第三者委員会を中心に点検を行い、不必要

なもの、機能していない委員会は廃止 

 

(2)第三者委員会を中心に、活性化の方法を具

体的に検討 

 

(3)審議内容の迅速かつ全面的情報公開 

 

(4)同一委員による兼務は３つまでとする。ま

た、同一委員会での在任期間を４年以内と

する等のルールを確立 

 「審議会等の設置及び運営に関する指

針」の改正などの取組により、審議会等

数の見直しや審議内容公開の徹底を図

ることができた。 

 

審議会等設置数の見直し 

18年 4月：197審議会 

22年 10月：143審議会（▲54見直し） 

 

・「審議会等の設置及び運営に関する指針」

を改正(18年 4月) 

・指針の遵守状況に関する調査を半年毎に

实施（18年 4月～） 

・審議会等の運営状況及び各局における指

針の達成状況を公表（21年 1月～） 

Ⅴ 健全な労使関係の構築 

 

１ 組合との関係

の見直し 

 

①組合との関係の明確化 
(1)組合との関係について実態を明らかにす

るための調査を実施 

 

(2)協議事項は勤務労働条件のみであること

を当然の前提とする。今後は協議事項の具

体化、協議の当事者・協議の場など協議ル

ールを確立する。また、ルールを守らない

職員は処分する。 

 実態調査の実施、交渉等に関するガイ

ドラインの策定など組合との協議事項

のルールを確立した。 

また、「ながら条例」（職員団体のための

職員の行為の制限の特例に関する条例）

の適正な運用を行い、関係規則の廃止を

行うとともに、その運用状況について毎

年度、公表を実施することで、健全な労

・労使関係に関する实態調査の实施 

 全職員に対するアンケート調査 

(18 年 3月)など 

・職員団体及び労働組合との交渉等に関す

るガイドラインの策定(18年 6月) 

・「ながら条例」に基づき行った交渉につ

いて、その職務免除の回数などを公開

(18 年 8月～)  


